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厳しい事業環境の中、

当中間期※は財務健全性を高め、

再成長に向けた筋肉質な企業基盤構築を

完了いたしました。

To p  M e s s a g e社長メッセージ

棚卸不動産の販売促進に努めた結果、
売上高238億円、経常利益25億円、
中間純利益13億円を計上。また、有利子負債を
削減し、純資産を増加させたことにより、
連結自己資本比率は34.9％まで向上しました。

■売上高・経常利益の推移 ■自己資本比率

　当社グループが属する不動産業界においては、一連
の金融危機に端を発した信用収縮の影響で不動産業
向け融資が減少し、上場企業等による不動産の売買
取引金額は昨年の3分の1にまで低下するなど、昨年
と比較して事業環境はさらに厳しさを増しました。
　このような事業環境の中、当社グループは東京都区
部を中心とする不動産の開発・価値再生等を推進す
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※当連結会計年度より、会計基準の変更に従い、四半期連結財務諸表を作成しています（詳細6ページ）。
　本書において「中間期」は「第2四半期累計期間」を示しています。1



　
　販売活動においては、当社の売買取引における情報

るとともに、前期末には「棚卸資産にかかる低価法」
の早期適用を実施し、当中間期は棚卸不動産の販
売促進に努めてまいりました。これらの施策が奏功
し、当社グループが主力としている中小型物件の売
却が順調に進み、加えて大型物件の販売も進捗しま
した。また、バランスシートに依存しないファンド事業・
管理事業等のフィービジネスの強化及びあらゆる経
費についての徹底的な削減を行いました。その結果、
当中間期の連結業績は、売上高23,810百万円（前
年同期比39.6％減）、経常利益2,537百万円（同
80.7％減）、中間純利益1,321百万円（同83.2％
減）と、一定の利益水準を確保することができまし
た。

■アセットマネジメント受託資産残高の推移 ■T’S BRIGHTIA吉祥寺 ■T’S BRIGHTIA下北沢
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注）2008年11月期のファンドの受託資産残高は、アセットマネジメント業務受託を前提にコンサルティング契約を締結
　 した9,097百万円を含んでおります。

ネットワークである「1,400社2,500人リスト」を最大限
に活用し、多様な販売先との売買を成約させることが
できました。金融収縮により海外機関投資家による日
本の不動産投資は縮小していますが、一方で、不動産価
格の下落とこれにともなう投資利回りの上昇などから、
個人富裕層、一般事業法人等の顧客へ販売を実現する
ことができました。
　不動産流動化事業においては、中小型物件を中心に、
テナントの入居率を高め、不動産価値を向上させたこと
で、前年同期並みの16物件の販売を達成しました。
　不動産開発事業においては、時代のニーズに応えて
環境性能の高い大型開発物件「平和島トーセイビル」
を販売したほか、「神田小川町トーセイビルⅡ」、分譲マ
ンション「THE パームス竹ノ塚」「THE パームス大田
中央」の2棟について、販売をほぼ完了することがで
きました。また、商業施設では、昨年当社グループが立
ち上げた商業ビルブランド「T’S BRIGHTIA」シリー
ズの第一弾「T’S BRIGHTIA吉祥寺」を販売するとと

筋肉質な企業体質の構築を最優先とする一方、
利益の確保と将来の成長に向けた
取り組みも実施しました。
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社長メッセージ

もに、第二弾、第三弾である「T’S BRIGHTIA下北沢」
「T’S BRIGHTIAときわ台」が完成しました。さらに、
賃貸マンションでは、「THE パームス学芸大学」「THE 
パームス東武練馬」「THE パームス潮見」が完成し順
調に入居が進んでいるほか、オフィスビルでは、「池袋
トーセイビル」が竣工したことに加え、「蒲田トーセイビ
ル（仮称）」「日本橋本石町トーセイビル（仮称）」などの
開発プロジェクトを進めています。
　不動産ファンド事業においては、アセットマネジメント
各社がファンド事業からの縮小撤退を余儀なくされる
中、当社グループはこのような事業者からのアセットマネ
ジメント切替により受託残高を伸ばし、当中間期末におけ
るアセットマネジメント受託資産残高は1,667億円（前
期末比181億円増）まで積み上げることができました。
　また、環境に配慮した事業活動を行う方針として、「トー
セイグループ エコ宣言」を制定し、グループをあげて環
境活動推進体制の強化、環境法規制の遵守・社員の環境

Top Message

　最近では、景況判断指標に最悪期を脱したと見られる
ものがあるものの、設備投資や雇用統計等の中期観測
を示す指標においては、楽観視は時期尚早とのシグナ
ルが現れています。不動産を取り巻く事業環境について
は、東京都区部を含む全国主要都市におけるオフィス空
室率は上昇を続けており、不動産事業者にとって厳しい
指標の推移となっています。一方、分譲マンション市場に
おいては、下落を続けていた契約率が上昇に転じるなど
一部改善が見られる事業分野もあり、またJ-REITに対し
て官民共同による「不動産市場安定化ファンド」の設立が
視野に入れられるなど、政府の不動産市場機能正常化の
促進に向けた議論が進められています。

教育、ステークホルダーの皆さまヘの活動報告を掲げた
「エコミッション」を実践していきます。

引き続き予断を許さない事業環境が続きますが、
成長に向けた布石を着実に打ってまいります。

■池袋トーセイビル■THE パームス学芸大学 ■THE パームス潮見■神田小川町トーセイビルⅡ
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　当社グループは、このような一部底打ちの兆しが見ら
れる事業環境と、財務健全性の向上に一定の目処がつ
いたことを踏まえ、引き続き慎重姿勢を継続しながら
も、当下期から再成長に向けた活動を積極化していく予
定です。中でも不動産仕入再開を成長の布石として重
要視しており、本年5月には、不動産の仕入活動の専門
チームを編成しました。
　なお、通期の連結業績予想は、売上高35,471百万
円、経常利益2,773百万円、当期純利益1,398百万
円を見込んでおり、下期販売計画を当初の予想からの
下方修正といたしました。主な理由としては、不動産流
動化事業および不動産開発事業において、現状、高稼働
で賃貸中の物件のうち、主として物件取得資金に係る銀
行借入期限を長期化させることができた物件について、
現在の投げ売り的な投資利回りで販売するよりも、当期
中は賃貸利益を得て、来期以降に市況の好転を待って
販売することが得策であると判断したこと等によります。

　当社グループでは、2011年11月期を最終年度とす
る中期経営計画「Charge up 2011」を推進していま
す。この「Charge up」には、「充電する」という守りの
意味と、事業環境が整った際に「突撃する」という攻め
の意味の2つの意味を込めています。今後は、当中間期
において一定の「充電」の進展が確認できたため、将来
の「突撃」に向けた準備を再開いたします。今後も当社
グループはより一層の企業価値の向上を目指し、企業活
動にまい進していく所存です。株主の皆さまにおかれまし
ては、更なるご支援、ご指導を賜りますようよろしくお願い
申し上げます。

■日本橋本石町トーセイビル（仮称）

2009年8月
代表取締役社長

■2009年11月期予想 （単位：百万円）

2009年11月期
当初予想

（1／13発表）

2009年11月期
（修正予想）
（7／10発表）

上期
（実績）

下期
（予想）

売上高 42,829 35,471 23,810 11,661

営業利益 4,147 3,703 3,022 681

経常利益 3,004 2,773 2,537 236

当期純利益 1,881 1,398 1,321 77
日本橋本石町エントランスイメージ
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連結財務諸表

連結貸借対照表（要旨） （単位：百万円）
2008年11月期

（前期末）
2009年11月期
（第2四半期末） 前期末比

　（資産の部） 現金及び預金 7,704 7,216 －488

棚卸資産（不動産） 53,440 41,496 －11,943

固定資産（不動産） 12,480 12,839 ＋359

その他資産 4,684 3,884 －800

資産合計 78,309 65,436 －12,873

　（負債の部） 有利子負債 47,631 37,206 －10,424

　　有利子負債（短期） 25,769 19,500 －6,269

　　有利子負債（長期） 21,861 17,706 －4,155

その他の負債 8,790 5,397 －3,393

　（純資産の部） 純資産 21,887 22,832 ＋944

負債純資産合計 78,309 65,436 －12,873

資産合計 78,309 65,436 －12,873

棚卸資産の販売・圧縮を推進し、有利子負債の返済を進めて、財務健

全性の向上に努めました。

【現金及び預金】現金及び預金は72億円と前期末並の水準を維持
し、総資産に占める比率は前期末11.8％から2.2ポイントアップ

の14.0％になりました。

【棚卸資産】流動化事業・開発事業における不動産の販売を進め、ま

た、新たな仕入を抑制したため、前期末比119億円減少しました。

【有利子負債】不動産の販売で得た資金を有利子負債の返済に充
当し、前期末比104億円減少しました。

【総資産・純資産】棚卸資産の圧縮により総資産を前期末比128
億円減少させた一方で、四半期純利益の積上げにより純資産は同9

億円増加し、自己資本比率は34.9%まで上昇しました。

棚卸資産（不動産） 53,440 41,496 －11,943

有利子負債 47,631 37,206 －10,424

　有利子負債（短期） 25,769 19,500 －6,269

　有利子負債（長期） 21,861 17,706 －4,155

純資産 21,887 22,832 ＋944

負債純資産合計 78,309 65,436 －12,873

現金及び預金 7,704 7,216 －488
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■ 売上高 ■ 経常利益 ■ 当期純利益 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

2005.11 2006.11 2007.11 2008.11 2009.11 2005.11 2006.11 2007.11 2008.11 2009.11 2005.11 2006.11 2007.11 2008.11 2009.11

（単位：百万円） 

24,741 

40,085 

17,744

51,041 

39,421 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

17,644 
2,969 4,313

1,592 

2,737 

4,557 

1,482 1,321 1,265 
2,264

7,890 

3,4635,323 

7,949 

13,146 

6,376

2,537 2,595 2,409

2,773 
（予想） 

35,471 
（予想） 

第２四半期累計通期 第２四半期累計通期 第２四半期累計通期

1,398 
（予想） 13,047

22,205 23,810 

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」
に従い四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期の金額は参考として記載しております。

連結損益計算書（要旨） （単位：百万円） 連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （単位：百万円）
2007年11月期
（第2四半期累計）

2008年11月期
（第2四半期累計）

2009年11月期
（第2四半期累計）

売上高 22,205 39,421 23,810

　売上原価 17,784 23,910 19,337

売上総利益 4,420 15,510 4,472

　販売費及び一般管理費 1,401 1,754 1,449

営業利益 3,019 13,756 3,022

経常利益 2,595 13,146 2,537

四半期純利益 1,482 7,890 1,321

2007年11月期
（第2四半期累計）

2008年11月期
（第2四半期累計）

2009年11月期
（第2四半期累計）

営業活動による
キャッシュ・フロー △11,542 14,434 10,549

投資活動による
キャッシュ・フロー △328 1,362 △188

財務活動による
キャッシュ・フロー 11,366 △7,866 △10,799

現金及び現金同等物の
増減額 △504 7,931 △438

現金及び現金同等物の
期首残高 6,484 5,181 7,354

連結除外に伴う現金及び
現金同等物の減少 △5 ̶ ̶

現金及び現金同等物の
四半期末残高 5,974 13,113 6,916

【売上高】当社が主力とする中小型物件を中心に大型物件の売
却も進め、流動化16物件、開発3物件の販売などで238億円
の売上高を確保しました。

【経常利益・四半期純利益】売上高は、前年同期と比べ減少し
たものの、販管費、支払利息の削減に努め、経常利益25億円・
四半期純利益13億円を計上しました。

【営業・財務キャッシュ・フロー】営業活動によるキャッシュ・フ
ローは、主に税金等調整前四半期純利益の計上と、棚卸資産の圧
縮により、＋105億円となりました。一方、財務キャッシュ・フロー
は、有利子負債の返済を進めたことから、△107億円となりまし
た。それらの結果、現金及び現金同等物は期首より4億円減少し、
第2四半期末残高は69億円となりました。

営業活動による
キャッシュ・フロー △11,542 14,434 10,549売上高 22,205 39,421 23,810

四半期純利益 1,482 7,890 1,321

経常利益 2,595 13,146 2,537

財務活動による
キャッシュ・フロー 11,366 △7,866 △10,799

現金及び現金同等物の
四半期末残高 5,974 13,113 6,916

POINT POINT
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環境活動の取り組み
人と環境にやさしい企業活動の推進に向けて、社会に向けたメッセージ「エコ宣言」と、
これに基づくグループ行動指針「エコミッション」を制定いたしました。（2009年4月）

トーセイグループは、あらゆる不動産シーンに
おいて新たな価値と感動を創造するという企業
理念を掲げ、“都市に、心を。”の実現に向けて、
人と環境にやさしい企業活動を推進し、地球環
境の負荷軽減に努めることを宣言します。

トーセイグループは「エコ宣言」に則り、あらゆ
る企業活動を通じた環境負荷軽減・保全の取り
組み、環境法規制の遵守・社員の環境教育など、
以下3つのミッションについて活動を推進しま
す。

不動産再生、開発において、省資源、省エネルギーを推進し、環境負荷軽減に努めます。
環境事業プロジェクトにより、各種省エネルギー施策導入とマネジメント体制を強化します。

　当社は2006年より、建物を新築・中古再生する際に原則全棟に屋上緑化を実施するなど、エコ活動に力を
入れています。2009年5月末現在では、累計60棟、約2,700㎡の屋上緑化を実施しました。

　また、CASBEE※Aランクを取得した平和島トーセイビルにおいては、約230㎡の
屋上庭園や自然換気システム、省エネ照明器具など、様々な省エネプログラムを導入
し、同規模の一般的なオフィスビルに比べて約
25％のCO2排出削減が可能となっています。
　さらに、他の保有不動産でも、太陽熱高反射
塗料を試験的に実施するなど、各種施策の研究
を進めています。
※CASBEE：建築物総合環境性能評価システム

環境活動推進体制の強化

エコ宣言 エコミッション

これまでの環境施策の状況

ミッション1

平和島トーセイビル（上）とガーデンテラス（左）
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環境法令・規則を遵守し、環境保全に努めるとともに、社員の環境保全意識の向上、
取り組みの実施に向け、環境教育や啓蒙活動を実施します。

「エコ宣言」「エコミッション」の公表をはじめ、活動の進捗、結果報告に努め、
広く社会へコミュニケーションを図ります。

高輪東誠ビルの屋上緑化

ホームページや各種媒体において、適時に活動状況をご報告いたします。
平和島に次ぐ環境配慮型ビル、蒲田トーセイビル（仮称） 分譲マンションのTHE パームス大田中央

緑と光と風をコンセプトとした庭園を配置

環境法規制の遵守・環境教育

ステークホルダーの皆さまへの活動報告

　オフィスビルのエネルギー使用の7 ～ 8割を占めるといわれ
ている空調と照明。これを省エネルギー化することで、環境負荷
低減に加え、光熱費の削減にも繋がります。
　環境にもコストにもメリットがあるため、社員だけではなく、当社
物件のテナントの皆さまに向けても直接対話を行うほかポスター
やパンフレット、クールビズ推奨のためのうちわを配布するなど省
エネルギーにご協力いただけるよう、活動を進めています。

テナントの環境負荷低減にもアプローチ

ミッション3

ミッション2
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　東京に特化し多様な不動産（事務所・商業・住居）や、規模（大型・中型・小型）を商品メニューとして取り揃
えていることがあげられます。

　また、幅広いネットワークを生かした営業を展開し、投資家・一般事業法人・学校法人・個人などのお客さまに、ニー
ズや地域特性に応じた物件を提供しております。
　仕入の際にはエリアマーケティングをきめ細やかに行い、物件のオリジナリティを引き出すバリューアップを進めてお
り、多様な顧客ニーズをとらえた販売活動を推進する姿勢が、当社の強い販売力の源です。

販売が進捗しているそうですが、他社との違いはどのようなところですか？

今後の事業展開について教えてください。

　当中間期においては、財務健全性の向上に注
力し、自己資本比率の上昇を達成しました。加

えて、社内における経費削減策を講じて、賃貸・ファ
ンド・管理事業の安定型収益で販売管理費をカバー
できるよう、収益構造の見直しを進めてきました。
　今後は、当社の企業基盤再構築が一段落したこと、
そして、最近では一部不動産市況に底打ちの兆しが
見られることを受けて、慎重姿勢は崩さないながらも、
投資活動を徐々に再開し、現在進めている開発案件
も竣工に向けてスピードを上げていきます。

当社は、適時適切な情報開示はもとより、
株主の皆さまからいただいた、貴重なご質問・
ご意見に真摯にお答えしてまいります。

Q

Q

A

A

取締役
専務執行役員
管理部門統括
平野 昇

取締役
常務執行役員
管理部門副統括
内藤俊一郎

コミュニケーション広場

■ 貸借対照表内訳の推移 

0  

20,000 

40,000  

80,000 

60,000

2008年11月期  2009年5月期  

（単位：百万円）  

固定資産
（不動産）

棚卸資産 その他資産

純資産有利子負債

現金及び
預金
その他負債

7,704

7,216

41,496

3,884
12,839

5,397 

37,206 

22,832 

8,790 

47,631 

21,887 

53,440

12,480

4,684

自己資本比率
27.9％

自己資本比率
34.9％

■ 安定型収益（売上総利益）で
経費をカバーする構造 （単位：百万円）  

流動化事業 
1,147 

開発事業 
1,785 

ファンド事業 
822 

管理事業 
687 

賃貸事業 
2,036 

販売管理費 
2,709 

売上総利益 経費

変動型収益計
2,933

安定型収益計
3,546

（2009年11月期予想） 
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現在のIR・PR活動について
教えてください。

　IR活動については、適時適切な情報開示はも
とより、株主さまをはじめとするステークホルダー

の皆さまからのお問い合わせに真摯にお答えするよう
心がけています。また、投資家の皆さまとのチャネルを
広げるため、英文サイトを含むIRサイトの整備を進め
ています。その結果、IRサイトの評価を行う大和イン
ベスターリレーションズ株式会社より、優秀企業賞を
4月に受賞しました。
　PR活動においては、当社の事業展開をタイムリー
にお伝えするよう心がけています。また、環境活動の
研究を行う学生の皆さまに当社の取り組みを解説す
るほか、当社で保有する物件に
入居されているテナントの皆さ
まに環境啓蒙を推進するなど、
地域と環境の融和をバックアッ
プする活動に力を入れています。

発行可能株式総数 １，５００，０００株

発行済株式の総数 ３７６，８４０株

株主数 7,839名

株式の状況

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

山口誠一郎 138,855 36.84

有限会社ゼウスキャピタル 60,000 15.92

バンク オブ ニューヨーク ジーシーエム 
クライアント アカウント ジェイビーアール
デイ アイエスジー エフイー ─エイシー　

12,490 3.31

株式会社SBI証券 4,636 1.23

日本証券金融株式会社 4,146 1.10

バークレイズ キャピタル セキュリティーズ 
ロンドン ケイマン クライアンツ 2,967 0.78

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 2,956 0.78

ステート ストリート バンク アンド トラスト 
カンパニー 505025 2,872 0.76

木村宣也 2,570 0.68

ゴールドマン・サックス・インターナショナル 2,146 0.56

大株主の状況

金融機関
2.34%
8,830株

所有者別株式分布状況 その他法人等
16.97%
63,944株

外国法人等
9.32%
35,104株

証券会社
2.53%
9,536株

個人・その他
68.84%

259,426株

Q
A

学生の皆さまに当社の環境活動についてご説明

株式の状況 （2009年5月31日現在）
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証券会社に口座を
お持ちの場合 特別口座の場合

郵便物送付先

お取引の証券会社に
なります。

〒168-8507 東京都
杉並区和泉2-8-4

電話お問い合わせ先 0120-288-324
（フリーダイヤル）

お取扱店

みずほ信託銀行株式会社 
全国各支店
みずほインベスターズ証
券株式会社 
本店および全国各支店

ご注意

未払配当金の支払、支払明細
発行については、右の「特別
口座の場合」の郵便物送付
先・電話お問い合わせ先・お
取扱店をご利用ください。

株式売買はできません。
電子化前に名義書換を失念
してお手元に他人名義の株
券がある場合は至急ご連絡
ください。

事業年度 12月１日から11月30日まで
定時株主総会 毎年２月下旬
基準日 11月30日
剰余金の配当の基準日 ５月31日、11月30日
単元株式数 １株
株主名簿管理人
事務取扱場所

東京都中央区八重洲一丁目２番１号　
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

公告方法

電子公告(http://www.toseicorp.co.jp/ir/
publicly/index.html)
ただし、電子公告によることができない事故その他の
やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に
掲載して行います。 

株主メモ

〒105-0001東京都港区虎ノ門四丁目2番3号 虎ノ門トーセイビル
TEL.03-3435-2864 URL http://www.toseicorp.co.jp

下記ＵＲＬにアクセスいただき、アクセスコード入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。所要時間は5分程度です。

※本アンケートは、株式会社エーツーメディアの提供する「e-株主リサーチ」
サービスにより実施いたします。（株式会社エーツーメディアについての詳細　
　http://www.a2media.co.jp）※ご回答内容は統計資料としてのみ使用さ
せていただき、事前の承諾なしにこれ以外の目的に使用することはありません。

当社では、株主の皆さまの声をお聞かせいただくため、アンケートを
実施いたします。お手数ではございますが、アンケートへのご協力を
お願いいたします。

株主の皆さまの声をお聞かせください

ご回答いただいた方の中から
抽選で薄謝（図書カード500円）
を進呈させていただきます

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。（タイトル、本文は無記入）
アンケート回答用のURLが直ちに自動返信されます。

空メールによりURL自動返信

ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｅ-ｋａｂｕｎｕｓｈｉ．ｃｏｍ
アクセスコード 8923

Yahoo!、MSN、exciteのサイト
内にある検索窓に、い い か ぶ と
4文字入れて検索してください。

いいかぶ 検索

●アンケートのお問い合わせ 
 「e-株主リサーチ事務局」

TEL： 03-5777-3900（平日 10：00～17：30）
MAIL：info@e-kabunushi.com

●アンケート実施期間は、本書がお手元
に到着してから約2ヶ月間です。

検索

トーセイは、あらゆる不動産シーンにおいて
新たな価値と感動を創造する「都市創造業」として、
都市の魅力を高めることを目指しています。
魅力的な都市をつくるためには、すべてを壊して建て替えるのではなく、
それぞれの土地が持つ個性にあわせた柔軟な取り組みが必要であると考えています。
新たな価値と感動を創造するために、心を込めて、都市をつくりあげていく̶
「都市に、心を。」は、こうした思いを表しています。

 は無限大（∞）の成長性と可能性を表現
 は不動産と金融の融合とグローバルなビジネスフィールドを表現
 はフレキシビリティ（柔軟性）を表現




